
地域ブロック単位での協議の場の構築に向けた状況 
（１１月１３日時点） 

ブロック 主な開催時期（予定を含む） 参加団体 主な協議事項 

北海道 
H26.10.27に第１回連絡会を開催 
H26.12.18にセミナーを開催予定 
H27.2月に第2回連絡会を開催予定 

・北海道、札幌市、旭川市、函館市 
・北海道産廃協会 
・北海道開発局 他 

・大規模災害発生時の廃棄物処理に関する情報共有 
・連絡会の構成機関（追加）について検討 
・大規模災害発生時の災害廃棄物処理に関する計画策定に必要な基本
情報要素の抽出、整理及び検討  等 

東北 
Ｈ26.8.29に第1回を開催 
Ｈ26.12.4に第2回を開催 
（東日本大震災の情報共有・整理） 

・青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、各県の主要な市町 
・東北地方整備局 
・宮城県産廃協会、宮城県建設業協会、宮城県解体工事業協同組合 他 

・東日本大震災の廃棄物処理に関する情報の共有・整理 
・災害時の廃棄物対策に関する情報の共有・整理 
・東日本大震災の経験等で全国に提供できる情報の整理・共有 等 

関東 

H26.8.27に説明会実施 
H26.11.10に第1回を開催 
Ｈ26.12-H27.2セミナー開催（計3回）、分科会
開催予定 
Ｈ27.2-3第2回開催予定 

・茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、
山梨県、静岡県、各都県の主要市区等、 
・埼玉県環境産業振興協会、 
・関東地方整備局、関東地方運輸局 他 

・災害廃棄物対策に関する情報共有 
・大規模災害時廃棄物対策に関し、支援方策、広域的に連携して取り組
むことが望まれる事項の検討 
・他ブロックの災害時廃棄物対策に関する情報共有 
・災害廃棄物対策に関する実態調査  等 

中部 

H24.3～H26.3に連絡会（計4回） 
H26.6.23に説明会実施 
H26.9.11に準備会実施 
H26.10.31に第１回を開催 
H26.11にセミナーを開催（計3回） 
H26.12.17に第2回を開催予定 
H27.2.18に第3回を開催予定 

・富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、愛知県、三重県、静岡県、
政令市・四日市市、 
・各県産廃協会、 
・中部地方整備局、中部経済連合会 他 

・災害廃棄物対策に関する情報共有 
・大規模災害時廃棄物対策に関する広域連携の検討 
・他ブロックの災害時廃棄物対策に関する情報共有 等 

近畿 
H26.11.11に準備会開催 
H27.1.15に第1回を開催予定 
H27.3月に第2回を開催予定 

・滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、政令市・中核（特
例）市 
・フェニックス、産廃協会等民間団体 
・近畿地方整備局 他 

・災害廃棄物対策に関する情報共有 
・大規模災害時廃棄物対策に関し、広域的に連携して取り組むことが望
まれる事項の検討 
・他ブロックの災害時廃棄物対策に関する情報共有 
・災害廃棄物対策に関する実態調査  等 

中国 

H26.10.30に第1回を開催 
Ｈ26.11.6 第2回協議会を四国ブロックとの合
同協議会として開催 
H27.2.12 災害廃棄物セミナーを開催予定 
H27.3.3 第3回会議を開催予定 

・鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、各県の２市（広島県のみ３
市） 
・中国地方整備局 
・全国産業廃棄物連合会中国地域協議会、中国経済連合会 他 

・災害廃棄物対策に関する情報共有 
・他ブロックの災害時廃棄物対策に関する情報共有 
・災害廃棄物処理計画策定に関する情報共有 
・災害時の連携強化（人材の派遣等、所量等資機材の提供） 
・災害廃棄物対策に関する実態調査  等 

四国 

H26.9.26に第１回を開催 
Ｈ26.11.6 第2回協議会を中国ブロックとの合
同協議会として開催 
H27.2.13 災害廃棄物セミナーを開催予定 
H27.3.6 第3回会議を開催予定 

・徳島県、香川県、愛媛県、高知県、各県の２市 
・四国地方整備局 
・全国産業廃棄物連合会四国地域協議会、四国経済連合会、他 

・災害廃棄物対策に関する情報共有 
・他ブロックの災害時廃棄物対策に関する情報共有 
・災害廃棄物処理計画策定に関する情報共有 
・災害時の連携強化（人材の派遣等、所量等資機材の提供） 
・災害廃棄物対策に関する実態調査  等 

九州 
H26.10,8,9にセミナーを開催 
H27.2 に検討会（仮称）開催予定 

・福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県、
政令市 
・産廃協会  他  

・災害廃棄物対策に関する情報共有 
・他ブロックの災害時廃棄物対策に関する情報共有 
・災害廃棄物対策に関する実態調査  等 

資料４ 


